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要　　旨
　本研究の目的は、小学校理科及び総合的な学習の時間等の防災教育の場において、堤防決壊のメカ
ニズムを学ぶことができる教材を開発し、その特徴を評価するとともに、これを用いた授業デザイン
を提案することである。
　まず、防災教育に関わる先行研究を概観し、越水による堤防決壊など地域の実情に即した防災教
育教材が不足していることを指摘した。次に、堤防決壊の3つの要因に着目した「堤防決壊観察装置」
を開発した。本教材は、「越水モデル」、「浸透モデル」、「侵食・洗掘モデル」の3モデルからなる。次
に、本教材が具備する特徴について、「教材の発展がコンフリクトの自立的生成に及ぼす影響」（澤柿、
2020）の枠組みを援用して評価した。最後に、本教材を活用した授業デザインを提案した。
今後は、地域の実情に即した防災教育に必要となる教材の不足を解消していくことがことが課題である。
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Ⅰ．研究の背景と問題の所在

1．防災教育の重要性
　「災害対策基本法」第2条1）では、災害とは「暴風、
竜巻、豪雨、豪雪、洪水、崖崩れ、土石流、高潮、
地震、津波、噴火、地滑りその他の異常な自然現象
または大規模な火事もしくは爆発その他その及ぼす
被害の程度においてこれらに類する政令で定める原
因により生ずる被害」と定義される。一般的には、
地震や津波、台風や洪水、火山の噴火や火砕流など
の自然現象によって生じる「自然災害」、原子力事
故など自然現象以外の要因によって生ずる「特殊災
害」、交通事故などの人為的な要因によって生じる「人
為災害」の3つに分類される。
　自然災害に対する防災教育に関する近年の指摘を
概観すると、文部科学省による「東日本大震災を受
けた防災教育・防災管理等に関する有識者会議」2）

の中間とりまとめにおいて、防災教育の方向性とし
て、①自らの危険を予測し、回避する能力を高める
防災教育の推進、②支援者としての視点から、安全
で安心な社会づくりに貢献する意識を高める防災教
育の推進 の2点が示されている。とりわけ①では、「主
体的に行動する態度」の育成や、防災教育の基礎と
なる基本的な知識に関する指導充実が指摘されてい
る。防災教育において危険回避行動につながる思考
力や判断力を高めたり、災害発生のメカニズムを科
学的に理解したりすることの重要性が示唆される。
　このような防災教育を理科教育において行う提案
もみられる。高橋（2004）3）は「①地域の自然環境や
自然災害を知る、②自然災害のメカニズムを知る、
③自然災害が発生した時、状況に応じて自らの安全
を確保できる、④常日頃から災害に対する備えを万
全にし、他の人々と協力して災害を乗り切ることの
できる能力を身に付けることが肝要」であり、「こ
れらは理科教育のねらいそのものである」と述べて
いる。さらに、此松（2018）4）は「基本的に理科では
災害としての発生理由のメカニズムを学ぶ」とし、「理
科において自然災害を多く取り上げる機会が増える
ことは、イメージづくりに貢献することになり、よ
り避難行動を起こす児童・生徒が増える可能性が高
くなる」と指摘する。
　このように、防災教育として自然災害のメカニズ

ムを学ぶことは、個々の危機感を高めたり、より確
実な避難行動を促したりする効果があることが示唆
される。

2．�学習指導要領理科編における防災教
育の変遷

　川真田（2017）5）は、小学校学習指導要領理科編の
改訂の変遷について、自然災害の取り扱いに着目し
て4期に区分している。第1期は理科の内容に自然災
害が反映されていた昭和26年と33年の改訂、第2期
は理科で自然災害を取り扱わなくなった昭和43年、
52年及び平成元年の改訂、第3期は再び自然災害が
取り扱われるようになった平成10年と19年の改訂、
第4期は自然災害を明示的に扱う平成29年の改訂が
それぞれ該当する。
　第1期を概観すると、昭和26年改訂の小学校学習
指導要領（1951）6）では、高学年（5～6年）の学習内容
として「自然の保護と利用」を示しつつも自然環境
についての深い理解については中学校以降に位置付
けられている。その後の昭和27年の改訂版7）では、
理解の目標Ⅵ－2に、「天然の災害は、いろいろな方
法で軽くすることができる」等の記載がみられる。
次の昭和33年改訂の小学校学習指導要領（1958）8）で
は、全学年で気象や地質等に触れる内容があり、「指
導計画作成および学習指導の方針」には、その地域
の実情や地質などを考慮しつつ、自然の事物や現象
に接する機会を多くすることが付記されている。し
かしながら、自然災害や防災という視点での明示的
な記述は見当たらないようである。
　第2期を概観すると、昭和43年改訂の小学校学習
指導要領（1968）9）では、全学年の理科で気象や地質
等に触れる内容があり、「指導計画作成および学習
指導の方針」において、その地域の地質などを考慮
したり、自然の保護や資源の開発などに関心をもつ
ように配慮したりすることが付記されている。昭和
52年改訂の小学校学習指導要領（1977）10）では、第5
学年の気象や地質等に触れる内容は他学年に移行し
た。平成元年改訂の小学校学習指導要領（1989）11）で
は、低学年理科がなくなるが、ここでもやはり自然
災害や防災という視点での記述は見当たらないよう
である。
　第3期を概観すると、平成10年改訂の小学校学習
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指導要領（1999）12）では、内容の改善として「実感を
伴う理解を図るため、ものづくりや自然災害に関す
る内容を充実した」と明記され、自然災害や防災と
いう視点が位置付けられた。具体的には、第5学年
の目標（3）「自然災害などに目を向けながら調べ」及
び第6学年の目標（3）「自然災害などと関係付けなが
ら」のように明記されている。しかしながら、教科
の学習内容を自然災害と関連させることで充実させ
てはいるものの、防災教育の学習を行う時間は十分
に保障されているとはいえない。平成19年改訂の小
学校学習指導要領（2007）13）では、OECDのPISA調
査の結果14）などから得られた課題を踏まえて理数教
育を充実させ理科の時間数が増加している。そして、
2 理科の改訂の趣旨の（ⅱ）改善の具体的事項（小学
校）（ウ）では、「諸現象について観察やモデルなど
を通して探究したり、自然災害などの視点と関連付
けて探究したりすることについての指導に重点を置
いて内容を構成する」ことが記載された。具体的には、
第5学年「流水の働き」で川の上流、下流の様子や川
原の石の違いについての内容が設けられている。ま
た、第6学年「土地のつくりと変化」では、「火山」と

「地震」の両方を学習することとされている。
　第4期を概観すると、平成29年改訂の小学校学習
指導要領（2018）15）では、自然災害や防災との関連を
図った学習も想定し、第4学年で「雨水の行方と地
面の様子」が新設された。また、第5学年「流れる水
の働きと土地の変化」及び第6学年「土地のつくりと
変化」の内容の取扱いにおいて「自然災害に触れる
ようにする」と記載されるなど、人間生活との関連
の中で自然現象を捉える視点がより明確になった。
　このように、理科の学習指導要領の変遷からも防
災教育の視点が重視されるようになってきたこと
がわかる。文部科学省「学校防災のための参考資料

『生きる力』を育む防災教育の展開」16）においても、
2011年3月の東日本大震災を契機として防災教育・
防災管理等の見直しが行われていることはそれを裏
付けるものである。さらに、小学校学習指導要領第
1章総則17）に「災害」という言葉が使われたことで、
理科だけでなく教科等横断的な取組として防災を学
ぶ視点が明確化されたといえる。具体的には、小学
校学習指導要領（平成29年告示）では、社会、理科、
保健体育、特別活動等、様々な教科等を通して災害
に関する内容を扱うようになっている。

3．�小学校第5学年理科「流水の働き」と
防災教育の実践事例と諸問題

　一般的な防災教育では、これまでに起きた自然
災害のビデオ視聴や資料等を用いて学習が行われ
てきた（例えば、埴岡・吉富ら200418）、片田・桑沢
200619）、桑沢・片田ら200820））。防災教育に関する
観察・実験を取り入れた実践事例としては、例えば、
大鹿・山田（2016）21）が、小学校第5学年理科「流水の
働き」において河川のモデル教材を用いて児童の防
災に関する意識や理解を促した先行研究がある。そ
のモデル教材では、4つの条件（平常時 堤防あり、
平常時 堤防なし、大雨時 堤防あり、大雨時 堤防な
し）で観察・実験を行うことができ、河川の流量が
河川敷に及ぼす影響並びに堤防の役割や効果などを
視覚的に理解することができるという。実際に、愛
知県内の小学校第5学年を対象にモデル教材の効果
を検証した結果、9割以上の児童が具体的なイメー
ジをもって理解できたことを報告している。さらに、

「災害時に各種情報を入手する必要性」や「防災教育
を学ぶ必要性」などの項目でも授業前に比べて授業
後の方が防災意識が高まったとしている。
　また、林・藤川ら（2020）22）は、流水による砂や礫
の動きの観察・実験に焦点化したモデル装置を開発
している。①小型、軽量で扱いやすく理科室の教卓
上に据えて実験ができること、②適量の水で安定し
た流れが得られること、③モデルの水路上での砂や
礫等の動きが観察しやすいこと、の3点を要件とし
て開発され、土石流、津波、洪水の再現実験が可能
であるとした。
　小学校理科における実践上の問題点としては、例
えば、相当量の水が必要になること、目的に沿った
結果を得ることが難しいこと、装置の設置に場所や
時間を取ること、保管場所が必要であること、費用
がかかること、形状の変化ができないこと、演示実
験教材となることが多いため主体的な学びになりに
くいこと、天候に左右されること等が挙げられて
いる（例えば、大鹿・山田（2016）21再掲）、林・藤川ら 

（2020）22再掲））。

4．堤防決壊に着目した教材の開発
　これまで小中学校の理科授業において、堤防決壊
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のメカニズムについて明示的に学ぶ場はほとんどな
かった。その主な理由の1つは、前項で述べた通り、
小学校理科では流水の3つの働き「侵食、運搬、堆積」
について学ぶものの、自然災害や防災という視点か
ら明示的に扱っていた期間は限定的であったことが
挙げられる。もう1つは、地域の実情に即した防災
教育教材が不足していることが考えられる。
　平井（2020）23）は、「自然災害を教訓とするには、
その教材化が必要である。」と指摘する。また、文
部科学省「現在の防災教育における課題（2）防災教
育の内容についての課題」24）では、「多くの種類の防
災教育の素材やコンテンツを作るとともに、自由に
選択できるようにすることが有益であるが、これま
での素材やコンテンツの多くは『担い手』・『つなぎ
手』が活用できるようなものにはなっておらず、作
成した人が自ら活用するのにとどまっており、成果
の水平展開や共有が不十分であるとの指摘がある。」
と述べている。さらに、文部科学省「東日本大震災
を受けた防災教育・防災管理等に関する有識者会議」
最終報告25）では、「各地域により災害の特徴は異なる。
各地域ごとでも、自然災害や地域の気象特性を熟知
した都道府県や市町村の防災担当部局や気象台、消
防機関等と連携し、地域の実情に応じた教材を開発
することなどの対応が必要である。」と指摘するなど、
防災教育のための地域性を考慮した教材が不足して
いる現状が浮き彫りにされている。
　実際に、2019年10月に発生した「令和元年東日本台
風」では、地域を流れる千曲川が越水によって氾濫
し堤防が決壊した。長野県他によると「令和元年東
日本台風（台風19号）人的被害・住家被害の状況」26, 27）

によると、人的被害が死者、重傷、軽傷合わせて
173人（災害関連死を含む）、住家被害に関しては全壊、
半壊、一部損壊、床上浸水、床下浸水合わせて9298
世帯、22998人に被害が発生した。また、非常災害
対策本部「令和元年台風第19号等に係る被害状況等
について」28）によると、JR東日本の北陸新幹線長野
車両センターでも新幹線車両10編成が浸水するなど
の被害が発生した。
　堤防決壊には、主に越水、浸透、侵食・洗掘の3
つの要因がある。越水とは河川水が堤防を越流し、
越流水により土で出来た川裏（河川と反対側）の法尻
が洗掘され、堤防の裏法尻が洗掘され、最終的に崩
壊に至る現象のことである。浸透とは降雨や高い河

川水位により水が浸透し、堤防内の水位が上昇し、
土の強さ（せん断強度）が低下し、川裏側の法面がす
べり、最終的に崩壊に至る現象のことである。侵食・
洗掘とは河川水に堤防の河川側が侵食・洗掘され最
終的に崩壊に至る現象のことである（国土交通省29））。
越水による堤防決壊のメカニズムに関しては、二瓶
らが大規模な公開実験30）を行っている。この実験で
は、実物大スケールの水路（長さ20ｍ、幅1ｍ、高さ1.8
ｍ）に高さ1ｍの土堤を設置して堤防決壊時の越水状
況を再現した。映像では、越水してから土が削られ
崩壊していく様子を観察できる。しかしながら、こ
れを学校の理科授業で行うことは容易ではない。
　地域の実情に即した防災教育教材が不足し、実際
に越水による堤防決壊が身近で発生したことを踏ま
えると、堤防決壊のメカニズムについて学ぶことが
できる教材を開発することは喫緊の課題の一つであ
るといえる。

Ⅱ．研究の目的
　本研究は、小学校理科及び総合的な学習の時間等
の防災教育の場において、堤防決壊のメカニズムを
学ぶことができる教材を開発し、その特徴を評価す
るとともに、これを用いた授業デザインを提案する
ことを目的とする。

Ⅲ．研究の方法
　前項の目的を達成するために、次の手続きをとった。
　まず、小学校第理科及び総合的な学習の時間等に
おいて、防災教育の観点から堤防決壊のメカニズム
について学ぶことができる教材「堤防決壊観察装置」
を開発した。
　次に、教材「堤防決壊観察装置」が具備する特徴
について、「教材の発展がコンフリクトの自立的生
成に及ぼす影響」（澤柿、2020）31）の枠組みを援用し
て評価した。
　最後に、教材「堤防決壊観察装置」を活用した防
災教育の授業デザインを構想し提案した。
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Ⅳ．研究の結果と考察

1．教材「堤防決壊観察装置」の基本構造
　本教材「堤防決壊観察装置」は、低水路、高水敷、
堤防（川表法面・川裏法面）、法尻からなる複断面堤
防の右岸（または左岸）部分をもつ。その断面図を図
1に示す。これを基本構造として「越水モデル」、「浸
透モデル」、「侵食・洗掘モデル」の3モデルを開発した。
　児童らの個別学習またはグループ学習で容易に扱
かえるよう模型の外枠サイズは底面270×180（㎜）、
高さ130（㎜）として小型化を図るとともに、堤防等
は発泡スチロールブロックを加工して軽量化を図っ
た。透明ポリスチレン素材のため内部の視認性も確
保されている。法勾配はおよそ1：0.33である。接
着剤には防水用透明シーラントを用い、砂にはセキュ
リティーサンド（販売元 株式会社住若DIY事業部）
を用いた。本製品は、適度な湿り気があることで形
が一程度保持できる点が特徴で、泥水も発生しない
ことが利点である。さらに、給水部分には、USB
電源の水中モータを用いることでプログラミングツー
ルMESHで制御することを可能とした。なお「越水
モデル」では、堤防中央を周囲より低くすることで
越水させるようにするとともに、川裏法面を砂で成
形する。「浸透モデル」では、堤防の川表法面の一
部に園芸用給水スポンジを加工して埋め込むことで
浸透させるようにするとともに、川裏法面を砂で成
形する。「侵食・洗掘モデル」では、それとは反対に、
川表法面を砂で成形することで侵食・洗掘させるよ
うにする。

2．越水モデルの開発
　越水による堤防決壊の状況を明示的に再現するた
めに、「越水モデル」を開発した。図2にその概略を示す。
　平常時には低水路にあった河川水が増し、高水敷

（河川敷）に至り、さらに堤防を越水すると、川裏法
面が崩壊する様子が観察できる。
　越水が始まると、川裏法面の強度が低下するとと
もに、法尻の洗掘が進み（図3）、川裏法面の崩壊に
至る（図4）。

堤防

川表法面 川裏法面

法尻

高水敷

低水路

左岸 右岸

図1．教材「堤防決壊観察装置」の基本構造
参考　国土交通省「河川構造物」32）

低水路 高水敷 堤防(川表法面・川裏法面) 法尻

図2．越水モデル

越水

図3．越水と川裏法面の強度低下

図4．越水による川裏法面の崩壊

越水による川裏法面の崩壊
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3．浸透モデルの開発
　同様に、浸透による堤防決壊の状況を明示的に再
現するために、「浸透モデル」を開発した。図5にそ
の概略を示す。
　平常時には低水路にあった河川水が増し、高水敷

（河川敷）を越えたあたりで、川表法面から浸透した
水によってしだいに川裏法面が崩壊する様子が観察
できる。
　浸透が始まると、川裏法面の強度が低下するとと
もに、法尻の土砂が流動して（図6）、川裏法面の崩
壊に至る（図7）。

4．侵食・洗掘モデルの開発
　同様に、侵食・洗掘による堤防決壊の状況を明示
的に再現するために、「侵食・洗掘モデル」を開発した。
図8にその概略を示す。
　平常時には低水路にあった河川水が増し、高水敷

（河川敷）を越えると、川表法面の直接的な洗掘や滑
りによって川表法面が崩壊する様子が観察できる。
　侵食・洗掘が始まると、川表側の法尻の崩壊や川
表法面の滑り（図9）などにより、川表法面の崩壊に
至る（図10）。

侵食・洗掘による川表法面の崩壊

浸透

浸透による川裏法面の崩壊

低水路  高水敷 堤防(川表法面・川裏法面)  法尻 

侵食・洗掘

図5．越水モデル

図6．浸透と川裏法面の強度低下

低水路 高水敷 堤防(川表法面・川裏法面) 法尻

図7．浸透による川裏法面の崩壊

図8．侵食・洗掘モデル

図9．河川水による侵食・洗掘の進行

図10．侵食・洗掘による川表法面の崩壊
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5．教材「堤防決壊観察装置」の評価
　教材「堤防決壊観察装置」が具備する特徴を、澤
柿（2020）31再掲）の「教材の発展がコンフリクトの自立
的生成に及ぼす影響」の枠組みを援用して評価した。
これを表1に示す。
　まず、本教材では、モデル内に水（約1リットル程度）
を注ぐだけの簡便な作業で堤防決壊の様子が観察で
きる。素材には軽量で扱いやすいものを用いている
ため比較的安全に目的に応じた観察・実験を行うこ
とができる。これらことから、本教材には、ⅰ：児
童からのアクセスを容易にするシンプルな構造が具
備されているといえる。
　次に、本教材は「越水」、「浸透」、「侵食・洗掘」
の3モデルが1セットとなっている。基本構造はいず
れも共通しているため、それぞれの事象を容易、か
つ、同時に比較することが可能である。また、児童
らの堤防決壊に対する固定化した心象、例えば、「流
水の主な働きは侵食・運搬・堆積の3つである」と
いう既習事項を多面的に見直す契機になると考えら
れる。これらのことから、本教材には、ⅱ：相反す

るような複数の心象を想起させるマルチプルな構造
が具備されているといえる。しかしながら、それぞ
れのモデルは、「越水」、「浸透」、「侵食・洗掘」に
よる堤防決壊の状況を明示的に再現することに主眼
が置かれているため、やや説明的な要素が強く、教
材の活用場面によっては、児童らのコンフリクトを
自立的に生成・解消させるとまではいえない可能性
がある。
　次に、本教材は先述のように3モデルが1セットと
なっていたり、給水量をプログラミングで制御した
りすることが可能なことから、児童らは自らの問題
意識に応じて条件を変えながら試行することが可能
だといえる。これらのことから、本教材には、ⅲ：
問題意識に応じてトランスフォームできるフレキシ
ブルな構造が具備されているといえる。しかしなが
ら、「越水」、「浸透」、「侵食・洗掘」のそれぞれの
モデルにおいて、例えば、堤防の高さや、川表法面
の浸透具合、法勾配等を部分的に調整できるような
構造は具備していない。児童らのコンフリクトを自
立的に生成・解消させることができるように機能す
るためには、より改善が必要だといえる。

表1　教材「堤防決壊観察装置」が具備する特徴

教材の構造の発展過程
コンフリクトの自立的生成過程
に及ぼす影響

本教材と児童らの関わり方の例

a：
児童からのアクセスを
容易にするシンプルな
構造

ⅰ：
コンフリクトの生成準備

安全で単純なつくりの「越水」、「浸透」、「侵食・洗掘」
のそれぞれのモデル教材を児童らが比較的容易に
操作することを通して、具体的な事実や事象等に
触れながら問題を把握したり、これまでの経験や
既習事項を想起したりして、自分の考えを率直に
表現する。

b：
相反するような複数の
心象を想起させるマル
チプルな構造

ⅱ：
コンフリクトの自立的生成とそ
の自覚化

児童らが、「越水」、「浸透」、「侵食・洗掘」によ
る堤防決壊の多様な事実や事象等に触れることを
通して、それぞれの災害の特徴や、避難の方法、
防災の手段等の異同に気付く。

c：
問題意識に応じてトラ
ンスフォームできるフ
レキシブルな構造

ⅲ：
コンフリクトの解消

児童らが、川の水量の変化や土地（堤防）の変化と
の関係について条件を制御して調べる活動を通し
て、「侵食・洗掘」以外にも、「越水」、「浸透」と
いう新たな視点を導出するなど教材を変形・選択
しながら検証可能な方法を立案したり、実際に立
案した方法で観察・実験を行ったりする。

「教材の発展がコンフリクトの自立的生成に及ぼす影響」（澤柿、2020）を援用して、筆者作成
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　以上から、本教材には、コンフリクトの自立的生
成過程に有効に働くような3つの特徴が具備されて
いることが示唆された。一方、児童らのコンフリク
トを自立的に生成・解消させるには、教材のさらな
る改善に加えて、本教材の特徴を最大限に生かすよ
うな授業デザインの工夫が併せて求められる。この
点については、次項で詳述する。

6．�教材「堤防決壊観察装置」を用いた授
業デザイン

　本教材は、小学校理科及び総合的な学習の時間等
の防災教育の場において活用できることを志向して
開発した。本項では、本教材を用いた授業デザイン
について述べる。表2に小学校第5学年理科「流水の
働き」で用いた場合の本単元の主な学習内容33）を、
表3に総合的な学習の時間で防災教育をトピックで
扱った場合の一単位時間のねらいを、表4に授業中
に発現することが想定されるコンフリクトの例を示す。
　なお、小学校第5学年理科「流水の働き」（全10時
間）において扱う場合については、通常の理科とし
ての単元（1/10時～9/10時）のまとめの1時間に位置
付けた。したがって、前時（9/10時）までに、内容ア
－（ア）、（ウ）については既習事項となっている。総
合的な学習の時間で防災教育をトピックで扱う場合
については、小学校第6学年または中学校での活用
を想定した。授業デザインを構想するにあたっては、
露木（2007）34）及び国立教育政策研究所（2010）35）の二
重否定を取り入れた学習指導案の事例が参考になる。
露木は、「事象に『矛盾』があるのではなく、人間の
認識と事象の間に『矛盾』は存在する」と指摘する。
具体的には、当初は矛盾（コンフリクト）に感じられ
たものが矛盾（コンフリクト）でなくなるような二重
否定による再構成の場面を意図的に学習指導案の中
に組み入れることを提案している。本時では、コン
フリクトの例1「おや？川裏法面が崩壊したよ、ま
だ川表法面が侵食されていないのに。」の発現とそ
の解消による二重否定の構造をもつ授業デザインを
想定した。
　まず、授業序盤で、児童らは、まず「川裏裏面が
崩壊している事象」についてその要因を互いに考え
る。この時、児童らは既習事項をもとに「（川裏法面は）
川の水で侵食されたのではないか」と予想する。

　授業中盤では、児童らは、「まだ川表法面が侵食
されていない」という事実に触れる。このことで、「川
表法面が侵食されていないのに川裏法面は侵食され
るはずがない」という矛盾（コンフリクト）を自覚し
葛藤していくようになる。
　授業終盤では、「越水」、または、「浸透」したの
ではないか、という新たな視点を導く。その仮説から、
児童らは自分の考えを見直し始める。そして,堤防
の条件を変えながら互いの予想を確かめる観察・実
験に没頭していく（図11）。そして、本教材を用いた
観察・実験を通して、自らの矛盾（コンフリクト）を
解消させていく。その結果として、児童らは、既習
事項の「侵食・洗掘」以外にも、「越水」、「浸透」と
いう堤防決壊のメカニズムがあることに理解を深め

表2　�第5学年理科単元「流水の働き」の主な学習
内容

・堤防決壊のメカニズムについて、雨が多量に降っ
たときの川の水量の変化や土地（堤防）の変化と
の関係から予想や仮説をもち、検証方法を発想
したり条件を制御したりしながら調べる活動を
通して、「越水」、「浸透」、「侵食・洗掘」による
堤防決壊の多様な事実や事象等に触れ、それぞ
れの災害の特徴や避難行動の在り方、事前の防
災手段等について考えることができる。

表3　防災教育としてのねらい

表4　本時で発現が想定されるコンフリクトの例

内容ア．
（ア）流れる水には、土地を侵食したり、石や土な
どを運搬したり堆積させたりする働きがあること。

（ウ）雨の降り方によって、流れる水の速さや量は
変わり、増水により土地の様子が大きく変化す
る場合があること。

コンフリクトの例1：（10/10時）
おや？川裏法面が崩壊したよ、まだ川表法面が
侵食されていないのに。
コンフリクトの例2：（10/10時）
あれ？堤防の外にある住宅が流され始めたよ、
川裏法面も川表法面もまだ侵食されていないのに。
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ていく。また、それぞれの災害の特徴を理解するこ
とで、今後の避難行動のあり方や事前の防災手段等
について考えを深めていく。
　以上、本時の授業デザインの例を表5に示す。本
授業デザインでは、「堤防が決壊していないのに川
裏法面は侵食されるはずがない」という矛盾（コン
フリクト）が顕在化する場面が保障されていること
に加えて、「越水」、または、「浸透」という新たな
視点が獲得されることで、最終的には「侵食・洗掘」
以外にも堤防が決壊するメカニズムがあるという見
方に至るといった二重否定による再構成の場面が保
障されているといえる。

Ⅴ．研究のまとめ

1．研究の成果
　本究の目的の第一は、小学校理科及び総合的な学
習の時間等の防災教育の場において、堤防決壊のメ
カニズムを学ぶことができる教材を開発することで
あった。その結果、「越水モデル」、「浸透モデル」、

「侵食・洗掘モデル」の3モデルで1組となる教材「堤
防決壊観察装置」を開発した。本教材では、それぞ
れの要因による堤防決壊の状況を明示的に再現でき
ることが確認された。堤防決壊のメカニズムについ
てこれまで明示的に学ぶ教材はほとんどなく、今後
の防災教育の進展に寄与できるものと考えられる。
　本研究の目的の第二は、開発した教材が具備する
特徴を評価することであった。澤柿（2020）31再掲）の「教
材の発展がコンフリクトの自立的生成に及ぼす影響」
の枠組みを援用して評価した結果、本教材には、コ
ンフリクトの自立的な生成を促すことに機能する3
つの特徴がみられることが確かめられた。一方、や
や説明的な要素が強く、教材の活用方法によっては
児童らのコンフリクトを自立的に生成させるとまで

図11．越水モデルと侵食・浸透モデルの比較
（断面図）　　　　　　　　　　

表5　コンフリクト1の発現と解消を想定した防災教育の授業デザイン（例）
＊ 小学校第5学年理科「流水の働き」（全10時間）の学習のまとめとして防災教育をトピック（10/10時）で取り扱う。学習内容（ア）、（ウ）

は既習事項である状態から授業が始まる。

児童の学習活動 指導上の留意点　等

川裏法面が崩壊している要因について考える
・川の水が増水したのかな
・川の水が侵食したのだろう

コンフリクトの生成準備の局面
・既習事項を想起できるようにする。

川表法面が侵食されていないのに川裏法面が侵食さ
れる矛盾について考える
・おや、川表法面は侵食されていないぞ
・川裏法面が侵食されるはずがない

コンフリクトの自立的生成と自覚化の局面
・まだ川表法面が侵食されていない事象を提示する。

矛盾を解消するための仮説とその検証方法を考える。
・堤防を水が超えてきたのかな
・堤防から水が浸透したのかな

コンフリクトの解消の局面
・イメージを言葉で説明できるようにする。
・ 条件を変えて確かめられるように複数のモデルを

用意する。観察・実験を行い、考察する
・越水すると川表法面の前に川裏法面が侵食された
よ
・浸透すると川裏法面が崩壊していくよ
・侵食だけではないのだね
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はいえない可能性があることや、例えば、堤防の高
さや、川表法面の浸透具合、法勾配等を調整できる
ような構造は具備しておらず、より改善すべき点が
あることが浮き彫りとなった。
　本研究の目的の第三は、本教材を活用した具体的
な授業デザインを構想し提案することであった。第
5学年理科単元「流水の働き」（全10時間）及び総合的
な学習の時間において防災教育をトピックで取り扱
う一単位時間の授業デザインを構想した結果、コン
フリクトが自立的に生成・解消される局面を想定す
ることが可能であることが示唆された。また、この
授業デザインは、理科だけでなく総合的な学習の時
間等において防災教育をトピックで扱う一単位時間
にも対応できるものと考えられた。
　なお、冒頭で述べた通り、本単元の教材の問題点
として、相当量の水が必要であること、目的に沿っ
た結果を得ることが難しいこと、装置の設置に場所
や時間を取ること、演示実験教材となる傾向がある
こと等が課題として挙げられていた。本教材では、
1リットル程度の水で行えること、目的にあった結
果を得られること、装置は小型化・軽量化が図られ
ていること、設置や片付けが簡便であること、個別
やグループでの実験ができること等の点で改善がみ
られる。
　以上、結果の含意として、本教材「堤防決壊観察
装置」は、堤防決壊のメカニズムに着目した防災教
育教材として小学校理科及び総合的な学習の時間等
において有効に活用できることが示唆された。

2．残された課題
　今後は、地域の小中学校と連携し、地域の実情に
即した防災教育の視点を見いだすとともに、そのた
めに必要となる教材の不足を解消していくことがこ
とが課題である。

附記

附記
　本論文は、第二著者である小山拓郎氏が松本大学
教育学部に卒業論文として提出した「小学校理科で
の使用を想定した堤防決壊観察装置の開発と実験」

（2021）の継続研究であり、その内容に新たなデータ
や分析を加えて大幅に加筆・修正を加えたものである。
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